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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　（2018 年 7 月 25 日）
被災した子どもへの経済的支援
































世帯の主たる生計維持者は、震災前の父親 69.6％、母親 26.6％から、震災後は父親 63.9％、母親
33.7％と母親の割合が増え、父親の失業や母子家庭の増加がうかがわれる。これらの結果、世帯






















































































































図 4 家計の状況 
出所：セーブ･ザ･チルドレン・ジャパン9 
 




の有無も聞いている。経験があった世帯は、震災前の約 5 割に対して、過去 1 年間で
は約 6 割に上昇している（図 6）。 
 
図 6 経済的な理由で家族が必要とする食料（嗜好品以外）が買えない経験 
出所：セーブ･ザ･チルドレン・ジャパン11 
 







































　震災直後の 2011 年度の全国の就学援助率 15 15.6％に対して、被災 3 県は岩手県 10.2％、宮城
県 10.8％、福島県 10.6％という水準であった（図 9）16。交付金による被災児童生徒就学援助事業
を合計すると、2012 年度に給食費などの支援を受けている児童生徒数が公立小中学校児童生徒総
数に占める割合は、岩手県 14.4％、宮城県 17.4％、福島県 17.3％となった。交付金事業によって



















































図 9　被災 3 県と全国の就学援助率と被災児童生徒就学援助実施率
出所：文部科学省 17
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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日
　この調査の対象となった、経済的な支援を必要としている世帯でありながら、就学援助制度を
利用していない世帯がアンケート回答世帯の 4 分の 1 近い。その理由についての回答は、制度を
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月 10 日閲覧）。
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₇ 　対象学年に占める受給者数の割合は、岩手県山田町 9.7％（35 人 /361 人）、宮城県石巻市 11.1％（400
人 /3,609 人）である。
₈ 　セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン「東北沿岸部における経済的に困難な状況下の子育て世帯への
調査結果」http://www.savechildren.or.jp/jpnem/jpn/pdf/tohoku_201711.pdf，（2018 年 4 月 10 日閲覧）。























23　東京都総務局「平成 29 年 3 月末に応急仮設住宅の供与が終了となった福島県からの避難者に対する
アンケート調査結果」，http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/2017/10/11/13.html（2018 年
4 月 10 日閲覧）。
24　同上。

